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特定非営利活動法人 メタノイア       

 
１ 事業の成果 

2025 年度は、前年度に開設した東京都足立区・埼玉県川口市の常設拠点およびオンラインを軸に、就学

前の幼児から高校生までの子どもとその家族を対象とした日本語教育事業を本格的に展開した。足立区

の常設拠点では平日を含めた開講体制を整備し、川口市の拠点においても初めて通年開講を実現した。

あわせて、公共施設等を活用した週 1 回開講のサテライト型教室を東京都北区（今年度新設）、中央区、

埼玉県戸田市で開講し、子どもたちが地域や生活状況にかかわらず継続的につながり、学べる環境づく

りを進めた。 
また、受験対策等を含む学力向上支援のニーズに対応するため、対面個別レッスンの体制整備にも着手

した。各教室が担う「つながり・居場所」としての役割と、個別支援による質の高い教育機会の提供とを

両立させることで、持続可能な事業モデルの構築に向けた基盤づくりを進めた。 
支援の担い手育成においては、文部科学省から受託する日本語教師向け初任研修において前年度を上回

る受講者を受け入れるとともに、修了者による全国ネットワークの交流促進にも注力した。 
さらに、新たな取り組みとして、全国の学校教員が利用するオンデマンド研修プラットフォーム向けの

動画研修コンテンツを開発した。外国にルーツをもつ子どもたちへの理解やサポートの視点を、日本語

教師にとどまらない幅広い教育関係者へ届けるための一歩となった。 
排外主義的な主張が急速に社会に広がる中、外国にルーツをもつ子どもたちが排除されることのないよ

う、市民はもとより多様なステークホルダーとの対話・連携を促進する取り組みにも重点的に取り組ん

だ。マンスリーサポーター募集キャンペーンを実施し、期間内にクルドの人々の現状を伝えるオンライ

ンイベントや子どもを差別から守るための視点を提供するオンラインイベントを開催したところ、いず

れも多数の参加者・賛同者が集まり、キャンペーンは大きな広がりをもって結実した。社会情勢の高まり

に伴いメディアからの注目度も増し、各種媒体を通じた情報発信の機会も拡大した。 
また、民間企業や団体から、組織基盤の強化に向けた複数の支援を受けた。 
当法人の理念に共感する新たな支援者・協働者との出会いを生み出しながら、継続的かつ安定的な運営

基盤の整備に向けた歩みを着実に進めた一年となった。 
 

２ 事業の実施に関する事項 

（１）特定非営利活動に係る事業             （事業費の総費用【 42,876 】千円 ） 

定款に記載 
された 
事業名 

事業内容 日時 場所 
従事者 
人数 

受益 
対象者 
範囲 

受益 
対象者 
人数 

事業費 
（千円） 

教育事業 

外国にルーツのある子ども
とその家族をはじめ市民一
般に対し、学習および交流
等の機会を提供した。 
また、支援者向けの研修を
実施した。 

通年 
東京都 
埼玉県 
オンライン 

156人 

外国 に ル
ーツの あ
る 子 ど も
と家族、及
び 市民一
般等 

730人 39,843 
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保育事業  当年度は実施なし ― ― ― ― ― ― 

相談支援事業  
外国にルーツのある住民等
の諸相談に応じ、必要な支
援を行った。 

通年 

東京都 
埼玉県 
オンライン 

6人 
外国 に ル
ーツの あ
る住民等 

145人 199 

調査研究、情 
報提供、政策 
提言および連 
携促進等に係
る事業 

上記事業および公益事業一
般に関する調査研究を行っ
た。また、多文化共生にか
かる情報提供とそれに伴う
ファンドレイジング、政策
提言、および官民問わず多
様な社会インフラとの連携
促進を図るネットワーク構
築等を行った。 

通年 全国 10人 

市民一般
お よ び多
言語情報
を必要と
する住民 

不特定 
多数 

2,834 

 


